
事業番号 - - -

（ ）

(目) 招へい外国人滞在費 0 0

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 諸謝金 0 0

翌年度へ繰越し（D) - - - -

4

1

1

OECDの教育関係の委員会の副議長に新たに着任したことによる、会議
出席のための旅費の増加。

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

国際機関が開催する会合（OECD教育政策委員会等）に専門家の協力を得て出席し、我が国の教育情報の発信及び意見表明を行うと共に、教育政策上の課題などについて情報
収集を行う。また、多くのステークホルダーを対象として日本国内で多様なテーマを議論する国際会議を国際機関と共同で開催する。

実施方法 直接実施

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 0.2 2 4.2

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

8 8 8 8 9

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 8 8 8 8 9

- - -

-

平成23年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0490

文部科学省

政策 13　豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

事業の目的
（5行程度以内）

国際機関が実施する事業の意思決定への参画や、教育施策に関する各国の課題の収集、我が国の取り組みの発信等を通じて、我が国の教育施策にもメリットがある形での国際
貢献を図り、国際機関における我が国のプレゼンス向上に資することを目的とする。

大臣官房国際課
大臣官房国際課長
北山　浩士

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

-

事業名 国際機関における事業への参加 担当部局庁 大臣官房国際課 作成責任者

事業開始年度

施策 13-2 国際協力の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-
000019646_13-2.pdf

(目)

事業概要URL
①OECD教育政策委員会(EDPC)：https://www.oecd.emb-japan.go.jp/itpr_ja/00_000180.html　②OECD教育研究革新センター(CERI) 運営理事会：https://www.oecd.emb-
japan.go.jp/itpr_ja/00_000181.html　③APEC人材養成ワーキング・グループ：https://www.mext.go.jp/a_menu/kokusai/apec/04090301.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 8

4

53%

1

執行率（％）
=(G)/(F)

3% 25% 53%

国際交流・協力推進費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
3%

主な増減理由（・要望額・予備費）

25%

令和6年度要求

(目)

(目)

1

　

　

　

(目)

1 2

0

1

庁費

外国人招へい旅費

委員等旅費

職員旅費

その他

9

我が国は様々な国際機関に対する拠出金の支出だけでなく、国際機関の会議への出席や、国内のイベント等への国際機関幹部の招へいを通じ、国内の教育施策に最新の国際
的な議論を反映してきた。
今後も我が国の教育政策にもメリットがある形での国際交流や貢献を果たすために、拠出金の支出のみだけでなく、積極的な事業への参加の継続を通じ、国際機関におけるプレ
ゼンスの維持・向上が不可欠である。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

55 5

成果実績

7

目標値 件数 10

- 70

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

5

国際機関が主催する会合へ出席し、積極的に情報収集や意思表明を行うことが、国際機関において我が国の教育政策上の課題に応じた事業が実施されることに
繋がる。代表的な国際機関の一つである経済協力開発機構（OECD）の教育政策に関する事業のうち、我が国として優先度が高いとした事業が実施された件数（１
年おきに実施）を短期アウトカムとして設定した。

-

80.4％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

4

-

10

6

国際機関への継続的な貢献の成果として、我が国にとって優先度の高い教育政策についての積極的な議論が可能となるとともに、我が国の国際的なプレゼンス
の向上に寄与する。国際的なプレゼンスの維持向上を評価するため、全職員数に占める邦人職員数（専門職以上，JPOを含む）の割合を長期アウトカムとして設
定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省調べ

令和2年度 令和3年度

84.8

8 年度

未来投資戦略に掲げた2025年までに国連関係
機関の邦人職員数を1000人とする目標に向けた
水準(3.1%(1,000人/国連関係機関職員総数約
32,000人))を超えているところ，直近過去5年間
の最高水準（4.64％，JPOを含む）を目標値とす
る。

【参考指標】
全職員数に占める邦人職員
数（専門職以上，JPOを含む）
の割合 達成度

単位 令和2年度

93.5

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

国際機関が主催する会合に出席し、情報
収集や意見表明を行うことで、我が国の教
育施策にもメリットがある形で国際貢献す
る。

国際機関が主催する会合へ
の参加回数

活動実績

年度

- 10

定量的な成果指標 単位

回 5

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 回

- -

5

活動目標 活動指標

5

達成度 ％

OECDが我が国の教育政策上の課題
に応じた事業を実施する。

OECDが提案する事業のうち、
我が国として優先度が高いと
した事業が実施された件数（１
年おきに実施）

成果実績 件数 10 -

100

国際機関が主催する会合に専門家の協力を得て出席し、我が国の教育情報の発信及び意見表明を行うと共に、教育政策上の課題などについて情報収集を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

外務省調べ

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

3.9

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 4.3 3.9 3.7

目標値 ％ 4.6 4.6 4.6



活動内容②
（アクティビティ）

OECDと文部科学省が共催する「OECD/Japanセミナー」において、広く世界に向けて教育事業の紹介やOECD加盟国との情報交換等を行い、教育分野における国
際的協力の促進やOECDにおける教育事業の成果を普及する。

↓

活動目標及び活動実績
②

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

「OECD/Japanセミナー」を開催し、OECDの教育
事業の紹介やOECD加盟国と国内の専門家が
情報交換する機会を広く提供する。

「OECD/Japanセミナー」の参
加者数

活動実績 人 - 254 - - -

当初見込み 人 - 250 300 300 300

↓
成果目標②-1の

設定理由
（アウトプット

からのつながり）

OECDにおいては、「OECD/Japanセミナー」を開催し、参加者が教育政策上の課題等について理解を深められるような質の高い機会を提供することが、OECDにお
ける我が国のプレゼンス向上にも寄与する。そのため、「OECD/Japanセミナー」の参加者アンケートで「参考になった」と回答した者の比率を短期アウトカムとして
設定した。

成果目標及び成果実績
②-1

（短期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標年度

5 年度

「OECD/Japanセミナー」の参加者が、
教育政策上の課題等についての理解
を深める。

「OECD/Japanセミナー」の参
加者アンケートで「参考になっ
た」と回答した者の比率

成果実績 ％ - 93 - -

目標値 ％ 90 90 90 90

達成度 ％ - 103 - -

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

文部科学省調べ

↓
成果目標②-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

「OECD/Japanセミナー」の開催を通じて、国際機関や各国の関係者への日本の重要施策のアピールの成果として、我が国にとって優先度の高い教育政策につい
ての積極的な議論が可能となるとともに、我が国の国際的なプレゼンスの向上に寄与する。国際的なプレゼンスの維持向上を評価するため、全職員数に占める邦
人職員数（専門職以上，JPOを含む）の割合を長期アウトカムとして設定した。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

外務省調べ

成果目標及び成果実績
②-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度
目標最終年度

8 年度

未来投資戦略に掲げた2025年までに国連関係
機関の邦人職員数を1000人とする目標に向けた
水準(3.1%(1,000人/国連関係機関職員総数約
32,000人))を超えているところ，直近過去5年間
の最高水準（4.64％，JPOを含む）を目標値とす
る。

【参考指標】
全職員数に占める邦人職員
数（専門職以上，JPOを含む）
の割合

4.3 3.9 3.7 -

目標値 ％ 4.6 4.6 4.6 3.9

達成度 ％ 93.5 84.8 80.4 -

成果実績 ％

アウトカム設定について
の説明

アクティビティ②について定性的なアウトカムを設定している理由

-

アクティビティ②についてアウトカムが複数設定できない理由

-



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

アクティビティ①について、長期アウトカムが前年度から5%減少しているが、未来投資戦略に掲げた
2025年までに国連関係機関の邦人職員数を1000人とする目標に向けた水準(3.1%(1,000人/国連関
係機関職員総数約32,000人))を超えており、依然として高い水準であると言える。

アクティビティ②について、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響のため、令和４年度は、12
年ぶりとなるOECD教育大臣会合（我が国は副議長国）の開催準備等のため、OECD側との調整がつ
かないなどの理由から開催を見送ったものである。

ハイレベルでの会合においては、諸外国との正確な意思疎通が極めて重要であることから、令和４年
度においては、OECD教育大臣会合のための通訳費が主な経費となっている。本予算については、事
業目的に照らして真に必要な費目・使途で効率的なものとなるよう、当省において厳しく精査してい
る。

-

-

本事業は、予算執行率が低い状態が続いているため、あらためて今後の予算要求において必要経費の検討を行うこと。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

0445

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0414

-

-

令和2年度 文部科学省 0415

0440

令和4年度 2022 文科 21

アクティビティ①について、主要な会合等への対面での出席を通じた各国や国際機関の事務局との協力関係の構築に取り組んでいくとともに、出張体制の見直し
等、経費削減に引き続き務める。
アクティビティ②について、次回の「OECD/Japanセミナー」の内容を充実させるべく、OECDと連携しながら開催準備を進めるとともに、開催コスト削減等の効率的・
効果的な予算執行を行う。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 410

平成29年度 418

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 13

平成25年度 436

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

新型コロナウイルス感染症等の影響により国際機関会議の出席や国内イベント開催に係る予算執行率が低い状態が続いていたが、令和５年度以降、対面での会
議が増加していることや、OECDの教育関係委員会の副議長に日本人が新たに就任したことなどを踏まえ、より効率的・効果的な予算執行に努める。

事業内容の一部改善

執行等改善

427

平成30年度 421

平成23年度 新23-0004

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 432

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 0
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社サイマル・インター
ナショナル

6010001109206
OECD 教育大臣会合における
通訳業務

2.4
一般競争契約
（最低価格）

1 90.8％ -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 2.4 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

庁費 OECD 教育大臣会合における通訳業務 2.4

【一般競争契約（最低価格）】

文部科学省
3.1百万円

A.株式会社サイマル・インターナショナル：

2.4百万円

OECD 教育大臣会合における通訳業務

【随意契約（少額）】

B.民間企業等

0.7百万円

諸謝金  235千円

職員旅費     41千円

OECD 対日経済調査政策ミッション・ヒアリングにおける通

訳業務等

100万円未満の支出のため省略

100万円未満の支出のため省略


	行政事業レビューシート

